
持続可能な開発目標(SDGs)の推進と消費者政策

①消費者の安全の確保 ②表示の充実と信頼の
確保 ③適正な取引の実現

④消費者が主役となって
選択・行動できる社会
の形成

⑤消費者の被害救済、
利益保護の枠組みの
整備

⑥国や地方の消費者行
政の体制整備

消費者基本計画における主な施策

景品表示法の普及啓
発・厳正な運用、食品
表示による適正な情報
提供・関係法令の厳正
な運用などに取り組んで
います。

高齢化、情報化の進
展など消費者を取り巻く
環境の変化を踏まえ、
取引の適正化に向けた
対応を図っています。

エシカル消費の普及
啓発を始め、ライフステ
ージに応じた体系的な
消費者教育の推進を
図るとともに、食品ロス
の削減、消費者志向
経営の推進などに取り
組んでいます。

消費者の被害救済の
ための体制の充実を図
るとともに、高度情報通
信社会やグローバル化
の進展に対応した消費
者利益の擁護・増進を
図っています。

消費者庁が消費者行
政の司令塔の役割を果
たすとともに、どこに住ん
でいても質の高い相談を
受けられる体制整備や
高齢者等の見守りネット
ワークの構築に取り組ん
でいます。

2015 年９月に国連の持続可能な開発サミットで採択された「持続可能な開発目標（SDGs）」は、経済・社会・環境をめぐる広範

な課題について、全ての関係者の役割を重視し、「誰一人取り残さない」世界の実現を目指す国際目標です。
消費者庁は、この国際目標の達成に寄与するため、安全・安心で豊かに暮らすことができる社会を実現するという使命の下、

消費者基本計画に基づき、様々な施策を推進しています。

事故の未然防止、発
生時の拡大防止など消
費者の安全の確保に向
けて、消費者事故の情
報収集・公表や消費者
への注意喚起に取り組
んでいます。
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